
第６節 学内の動き

１９９４年から１９９８年にかけての時期は、上述してきた普遍教育の始動や大学院の充実

の他に、いくつかの特徴ある学内の動きがみられた。

まずこの時期には２回の学長の交替があった。１９９４年６月の学長選挙では理学部の

丸山工作が当選し、第１０代の学長に就任した。千葉大学発足以来、理学部出身者が学

長となったのはこれが初めてのことであった。１９９８年６月の学長選挙では、医学部出

身の磯野可一が第１１代の学長に選出された。

また、教職員の動きに関して注目されることに、全学の教職員を対象とする千葉大

学教職員組合が発足したことがある。これはもともとは、教養部の教職員組合が、教

養部の廃止とともに全学教職員を対象とする組合に改組したもので、その後部局ごと

に成立していた各部局の組合が解散してこれに合流し、１９９８年６月から名実ともに単

一の千葉大学教職員組合が発足した。

１９８０年代からすでに、主に女性教員から学内における通称（旧姓）使用の強い要求

があった。千葉大学はこれに前向きに対応し、吉田亮学長時代の１９９１年に評議会で学

長が見解を表明、翌１９９２年から辞令などごく限られた書類を除いて、本人の希望応じ

て通称使用ないし旧姓併記が可能となった。

また、国立大学にとって重要な情勢の変化が生じている。

１９９８年６月に成立した中央省庁等改革基本法は、中央省庁体制の全般的な再編成を

謳っており、その中で中央省庁の事業部門を中心に独立行政法人を設置することを決

めた。以後首相を本部長とする中央省庁改革推進本部に新たな省庁の内部編成や独立

行政法人の対象選定などの作業が委ねられた。千葉大学をはじめとする国立大学は独

立行政法人化を含めて新たな問題を抱えることとなる。

以下では、これらの他に、特筆される問題を列記しよう。

第１項 サマースクールの開催

千葉大学では、１９９６年度から夏休み期間に高校生を対象に、大学における新しい教

育研究の一端に触れさせることを意図して、サマースクールを開催した。このサマー

スクールでは、数学、物理学、化学、地学、生物学など自然科学から、情報科学、歴

第６節 学内の動き

１５０



史、語学にいたるまで広い範

囲の学問領域にわたる次の７

つのコースが設けられた。

�１歴史資料に親しむ

�２高校生のための現代数

学基礎教程 �３大地は

動く �４ハイ・パフォ

ーマンス・コンピューテ

ィング �５生命科学へ

の招待 �６古代ギリシ

ャ語（コイネー）入門

�７原子・分子を見る

定員は数名から５０名程度までで、各コースとも２～４倍という多くの応募者があっ

た。以後サマースクールは毎年開催されている。さらにサマースクールの実施と並行

して、大学における「高校生の科目等履修」を認める措置が１９９７年度からとられた。

第２項 先進科学プログラムの発足と先進科学センターの設置

１９９８年度から「先進科学プログラム」（いわゆる飛び入学。高校２年次修了で千葉

大学の学生として受け入れる）を設けた。これに先き立ち、その教育を支援すること

を主要な目的とする「先進科学センター」を学内措置で設置した。このプログラム

は、つぎのような３つの目的から導入された。第１に、「将来、独創的な研究によっ

て、科学の最前線を切り開く、活力あふれる個性的な人材を確保すること」を目的と

し、第２に、「このプログラムは現在の大学入試制度に風穴を空け」、「物理や数学が

好きで能力がある者は、それだけで大学に入学できる道があってもよいという発想か

ら設けられ」た。「他の科目については、一年早く大学に入った後で、多種多様な人

文、社会、自然科学の科目の中から、自分の興味を引く科目を選んで、入試を意識す

ることなく、ゆっくり勉強すればよい」とされた。第３の目的は、「このプログラム

を核にして大学の現状に一石を投じることで」あった。「先進科学プログラム」の学

生は、ひとりひとりが、はっきりとした目的意識を持って入学するので「多くの一般

の学生にもいい影響を与えるものと考えられ」た。

千葉大学では１９９４年から飛び入学の検討が始められたが、おりから１９９６年９月、第

写真１―４―３ 第２回千葉大学サマースクール、ハイ
・パフォーマンス・コンピューティング
（１９９７年７月）
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１５期中央教育審議会が高校・大学入試の改善に加え、教育上の例外措置（飛び入学）

をテーマにして審議を開始し、１９９７年２月、「希有な才能の持ち主」に対して大学入

学年齢を１７歳に緩和すること、また当面対象分野は数学・物理に限るという同第２小

委員会の答申が発表され、千葉大学では１９９７年６月１０日の部局長会議、ついで６月２６

日の評議会において、「先進科学プログラム」案を導入することが了承された。この

案は、「先進科学特別課程」の原案を、中央教育審議会第２小委員会の提案にそって

改訂したものであった。同年７月３１日文部省は、学校教育法施行規則の一部を改正

し、ここに制度上飛び入学の実施が可能になり、８月１日、工学部教授会は「先進科

学プログラム」による１９９８年度からの物理分野の学生の募集を決定した。

先進科学センターは１９９７年１０月１日学内措置により設置された。その目的は「先進

科学プログラム」を実施する学部への教育上の支援を行うとともに、「特定の分野に

優れた才能を有する者」に対する高等教育のあり方に関する総合的な調査研究の実施

およびその開発をはかることとされた。

こうして１９９８年度の同プログラム入学者の募集が始まった。出願資格は１９９８年３月

３１日において年齢が満１７歳の者で、物理学の分野で特に優れた資質を有し、物理学お

よびその関連分野における研究を志す者とされた。試験の結果３名の合格者が決ま

り、ここに「先進科学プログラム」は、新入生を迎えて１９９８年４月から発足した。

なお上記の飛び入学に関しては、これを積極的に評価する学内の動きがあったとと

もに、高等学校の教育に与える影響や、大学教育のあり方として果たして適切かどう

かをめぐり、根強い異論が学内にも存在したことも指摘しておかなければならない。

第３項 教員の任期制問題

教員の任期制を導入する問題に関しては、「大学の教員等の任期に関する法律」

（１９９７年法律第８２号）を受けて、千葉大学では１９９７年１２月１８日に「千葉大学における

教員の任期に関する規定」が設けられた。この規定により、まずは大学院自然科学研

究科の相科学講座とエネルギー多様性科学講座に、さらに翌１９９８年４月９日には物質

多様性科学講座と地域多様性科学講座で、「主として研究に従事する者に限る」助手

ポストに、教員の任期制が（いずれも任期５年、再任不可）導入された。

教員への任期制導入は、学内において賛否両論があり、この規定を設けるに際して

の評議会は、挙手による採決という異例の事態となった。この経緯は、１９９７年１２月の

「評議会議事要録」につぎのように記されている。
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学長から、千葉大学における教員の任期に関する規定（案）の制定について諮

りたい旨提案があり、次いで、総務部長から、自然科学研究科において任期制を

導入することに伴う規定の制定について、資料に基づき説明があった。

審議に入り、文学部長から、反対する旨発言があった。その後、種々議論が行

われた結果、挙手により採決することとなり、その結果、賛成多数により、「千

葉大学における教員の任期に関する規定」の制定が承認された。

教員に任期を設けることは、教員の流動化（とそれによる「活性化」）をめざす大

学審議会ならびに文部省の意向としてそもそもは提起された経緯があった。法の制定

に際しても賛否両論があったが、そのような規程を制定することをめぐっては、学内

において強い異論も生じた。賛成論は、上記の点に加えて若手研究者のためのポスト

として任期のついた助手の必要性を主張したのに対して、反対論は、身分の不安定化

による学問研究発展の阻害を理由としてあげた。また、自然科学研究科に任期制導入

の意向があるから、学内にこうした制度を導入する、とした点は議論をよんだ。

なお１９９９年４月１日、新たに発足した先進科学教育センター国際研究部門の教授

（任期３年）、助手（任期６年）ポストに任期制が導入された。ただしこのポストで

は、再任が可とされた。

第４項 科学研究費補助金・奨学寄附金等

１９９０年代においては、国立大学における研究資金を文部省が定員等を根拠に配分す

るいわゆる積算校費、当り校費に加えて、文部省科学研究費補助金、いわゆる「科研

費」、さらに奨学寄附金、受託研究費（産学連携研究費）に依存する度合いが大きく

なってきた。とくに１９９５年「科学技術基本法」の制定によって、財政難のこの時代に

科研費は１９９３年度以降毎年１０％以上の伸びを示している現状をみるとき、その意味は

大きいものと思われる。千葉大学の各部局にいわゆるCentre of Excellenceを構築し

ていこうとするならば、科研費の役割はますます重要となるであろう。

１９９６年にまとめられた調査によれば、科研費の交付総額の伸びと千葉大学における

交付決定額の増加とを比較すると、千葉大学における研究体制の充実が全国的な整備

に立ち遅れていると指摘されている。調査は、さらに、若手中堅の研究者が意欲的に

科研費をとっているのに対し、年配の研究者が全国的に評価される研究計画を提示で

きていないのではないかと、分析する。

科研費申請率ならびに採択率からみると、申請率は１９９０年から１９９５年までの間、全
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学では教員の５０％ないし６６％にとどまり、採択率は２３％から２８％程度に終わってい

る。教員の半数近くが申請をしていないという現状を、どう判断すべきか、また採択

率が全国平均並の水準で、この平均にはすべての大学、短大、高専が含まれているこ

とを考えると、決して満足すべき状況ではないと思われる。

さらに、問題点として、一般研究（A）、特別推進研究、試験研究などへの申請と

採択の水準の相対的な低さから、大規模研究への意欲的な取り組みに問題があるので

はないかとの指摘が行われた。また件数、金額の両面で特定の研究者への偏りが顕著

にみられること、部局ごとの差が激しく、理学部、医学部で申請率が高いのに対し、

表１―４―１ 科学研究費補助金の申請状況

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５

交付総額

（新規および継続）３７９，４００千円３５２，７００千円 ４６３，４００千円 ５３６，７００千円 ５９７，５００千円 ６５８，９００千円

千葉大前年比 ９．３％減 ３１．４％増 １５．８％増 １１．１％増 １０．３％増

文部省予算前年比 ５．６％増 ９．７％増 １３．９％増 １２．０％増 １２．１％増

内定件数 ２１３ ２０６ ２４９ ２８０ ２８４ ３２８

件数前年比 ３．３％減 ２０．９％増 １２．４％増 １．４％増 １５．４％増

表１―４―２ 科学研究費補助金の申請・採択状況

〈千葉大学全部局〉

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５

現 員 数 １，１３５ １，１５９ １，１６０ １，１７７ １，１８３ １，１９３

申請件数 ５７２ ５８４ ５９９ ６９５ ７００ ７９７

採択件数 １３６ １２９ １６９ １９１ １８３ ２２４

申 請 率 ５０．４０％ ５０．３９％ ５１．６４％ ５９．０５％ ５９．１７％ ６６．３０％

採 択 率 ２３．７８％ ２２．０９％ ２８．２１％ ２７．４８％ ２７．２９％ ２８．１１％

〈全国〉

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５

現 員 数 １４８，０００ １５２，０００ １５４，０００ １５８，０００ １６０，０００ １６０，０００

申請件数 ５７，１０７ ５７，７７１ ６１，２７９ ６６，４１７ ７０，０９６ ７４，２２９

採択件数 １３，６９８ １３，４３１ １５，０５６ １７，１５０ １８，８９６ ２０，４５８

申 請 率 ３８．５９％ ３８．０１％ ３９．７９％ ４２．０４％ ４３．８１％ ４６．３９％

採 択 率 ２３．９９％ ２３．２５％ ２４．５７％ ２５．８２％ ２６．９６％ ２７．５６％
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表１―４―３ 科学研究費補助金の全種目の申請件数・採択件数の推移（新規分のみ）

〈文学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ５２ １６ ８ ３０．７７％ ５０．００％

１９９１年 ５２ １５ １ ２８．８５％ ６．６７％

１９９２年 ５３ １４ ５ ２６．４２％ ３５．７１％

１９９３年 ５５ １５ ４ ２７．２７％ ２６．６７％

〈教育学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 １１９ ２８ ６ ２３．５３％ ２１．４３％

１９９１年 １１９ ２４ ８ ２０．１７％ ３３．３３％

１９９２年 １２０ ２２ ８ １８．３３％ ３６．３６％

１９９３年 １２０ ３２ ６ ２６．６７％ １８．７５％

〈法経学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ６０ ５ ３ ８．３３％ ６０．００％

１９９１年 ６３ ５ ０ ７．９４％ ０．００％

１９９２年 ６２ ７ ２ １１．２９％ ２８．５７％

１９９３年 ５９ １２ ３ ２０．３４％ ２５．００％

〈理学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ６１ ５４ １４ ８８．５２％ ２５．９３％

１９９１年 ６６ ６２ １６ ９３．９４％ ２５．８１％

１９９２年 ６６ ６９ ２５ １０４．５５％ ３６．２３％

１９９３年 ６６ ７８ ２３ １１８．１８％ ２９．４９％

〈医学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ３０８ １８２ ４５ ５９．０９％ ２４．７３％

１９９１年 ３１５ １９６ ５０ ６２．２２％ ２５．５１％

１９９２年 ３１５ ２００ ６２ ６３．４９％ ３１．００％

１９９３年 ３１４ ２２６ ６８ ７１．９７％ ３０．０９％
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〈薬学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ５３ ４９ ７ ９２．４５％ １４．２９％

１９９１年 ５３ ４７ １５ ８８．６８％ ３１．９１％

１９９２年 ５０ ５０ １１ １００．００％ ２２．００％

１９９３年 ５１ ６１ １８ １１９．６１％ ２９．５１％

〈看護学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ５６ ２０ ４ ３５．７１％ ２０．００％

１９９１年 ５５ ２６ ５ ４７．２７％ １９．２３％

１９９２年 ５１ １９ ６ ３７．２５％ ３１．５８％

１９９３年 ５３ ２１ ６ ３９．６２％ ２８．５７％

〈工学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 １８５ １０４ ２５ ５６．２２％ ２４．０４％

１９９１年 １８６ ９８ １８ ５２．６９％ １８．３７％

１９９２年 １６４ １０５ ２９ ６４．０２％ ２７．６２％

１９９３年 １９９ １１９ ３２ ５９．８０％ ２６．８９％

〈園芸学部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ７９ ５２ １１ ６５．８２％ ２１．１５％

１９９１年 ８２ ４９ ６ ５９．７６％ １２．２４％

１９９２年 ７８ ５５ １１ ７０．５１％ ２０．００％

１９９３年 ８４ ５３ １１ ６３．１０％ ２０．７５％

〈教養部〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 １２２ ３６ ７ ２９．５１％ １９．４４％

１９９１年 １２２ ３５ ７ ２８．６９％ ２０．００％

１９９２年 １２２ ２９ ８ ２３．７７％ ２７．５９％

１９９３年 １２２ ４０ １１ ３２．７９％ ２７．５０％
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法経・文学部でこれが低いことも指摘されている。

科研費とともに、研究状況を知る上で重要な指標となる奨学寄附金の受け入れ件数

と金額は以下の通りである。

〈自然科学研究科〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ７ ８ ３ １１４．２９％ ３７．５０％

１９９１年 １２ １１ ２ ９１．６７％ １８．１８％

１９９２年 １３ １１ ２ ８４．６２％ １８．１８％

１９９３年 １５ １６ ６ １０６．６７％ ３７．５０％

〈その他の部局〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 ３３ １８ ３ ５４．５５％ １６．６７％

１９９１年 ３４ １６ １ ４７．０６％ ６．２５％

１９９２年 ３６ １８ ２ ５０．００％ １１．１１％

１９９３年 ３９ ２２ １ ５６．４１％ ４．５５％

〈千葉大学全部局〉

現 員 数 申 請 件 数 採 択 件 数 申 請 率 採 択 率

１９９０年 １，１３５ ５７２ １３６ ５０．４０％ ２３．７８％

１９９１年 １，１５９ ５８４ １２９ ５０．３９％ ２２．０９％

１９９２年 １，１６０ ５９９ １６９ ５１．６４％ ２８．２１％

１９９３年 １，１７７ ６９５ １９１ ５９．０５％ ２７．４８％

１９９４年 １，１８３ ７００ １９１ ５９．１７％ ２７．２９％

注：千葉大学の各部局の現員数は前年の７月１日における現員数を記載した。

（但し、１９９０年度は１９８９年の６月１日における現員数である。）

（また、医学部附属病院所属の研究者も医学部の現員数である。）

表１―４―４ 奨学寄附金の件数と金額の推移

年度

部局名

１９７８ １９８０ １９８１ １９８３

件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金

事務局 １ ３１９，９５９ １ １８２，４８２ １ １８６，５２５ １ １９３，０２８

分析センター

総合情報処理センター

共同研究推進センター
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環境リモートセンシン

グ研究センター

映像隔測研究センター

真核微生物研究センター

真核医学研究センター

附属図書館亥鼻分館

文学部 １ ３１，２８６

教育学部 １ ５，３６９，７１５ １ １，０００，０００ ３ ９，７８８，５７２ ４ ８，８０１，４５０

法経学部 １ ８１２，３６９

理学部 ２ １４，０４２，２４７ ３ １，５７７，７０３ ５ １５，４１７，４１６ ７ １１，８８９，３２５

医学部 ８３ ５４，５１９，１７６ ６７ ８５，３７３，７９１ ７３ １０７，８３３，２６１ ９４ １３６，８６４，９８２

薬学部 ６７ ３３，７３１，５９９ ７９ ５３，０３９，６６２ ８９ ６０，６９９，０４０ ８０ ５４，４８６，５０１

看護学部 １ ７０３，８３０ ３ ４，２８０，７３６ ５ ６，２１８，２６０

工学部 ５７ ３６，７２１，７９４ ６４ ４５，７７２，８６９ ７９ ５７，１４８，０２９ １３９ ８８，６４２，１３５

園芸学部 ２２ １２，２０５，３８５ １４ １１，７４２，９４２ ２０ ３３，８３４，２９５ ２４ ４４，１４０，０３６

教養部 １ ８５，６３７

大学院自然科学研究科

医学部附属病院 ４２ １５７，３１９，６１６ ４６ １４６，０６０，０６１ ４３ １５５，７４６，６６４ ３９ １４９，８２４，８８２

生物活性研究所 ７ １７３，３００ ３ ２，２００，７４５ ７ ５，１９１，２１９ ４，０３５，７０４

総 計 ２７６ ３１４，３１５，１２８ ２７６ ３４５，４５３，３４０ ３１６ ４４４，９３４，５３８ ３９５ ５０１，９０４，２５４

年度

部局名

１９８４ １９８５ １９８７ １９８８

件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金

事務局 １ １９５，３４４ １ １９７，６５８ １ １７４，０７１ ２ ４，１９０，１５５

分析センター

総合情報処理センター

共同研究推進センター

環境リモートセンシン

グ研究センター

映像隔測研究センター

真核微生物研究センター ３ ５，２４９，６０８ ６ １１，４３０，２７０

真核医学研究センター

附属図書館亥鼻分館

文学部 ２ ９８４，７７３ １ ４０４，０３４

教育学部 ８ ９，６５８，２４６ １０ １１，４１９，３１７ １３ ２５，５５３，０４６ １５ ３３，７５５，２９５

法経学部 １ ２，４３２，３９２ １ ２，２２５，５４８ ６ １２，１６９，１６０ ５ ４，１７８，６２３

理学部 ６ ５，７７２，７２４ ６ ７，２０１，１２５ １３ ２１，０２０，５８０ １１ ２０，７４５，４７９

医学部 ８６ ２１２，９６１，１７３ ５９ ２３２，０８７，８２２ ５４ ３７１，４８１，３２４ ４８ ４１０，０５９，８３９
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薬学部 ３６ ８１，４２２，９５０ １９ ９１，３２３，６３４ １７ １１１，３７９，７０７ １７ １４０，３６６，１９１

看護学部 １１ ７，４０７，６２８ １４ ９，９３５，０１３ ７ １４，２７０，４６４ ８ １５，９５７，１０１

工学部 ８５ １４９，６２１，１７５ ６６ １５９，７５５，６１５ ６９ ２３６，８８３，０４１ ７０ ２７９，６７１，４１２

園芸学部 １３ ３６，５１０，２９１ ２６ ４９，１６３，２３９ １７ ７０，９５９，８２６ １９ １０５，４６４，０６９

教養部 １ ３００，９６２ ２ １，３４２，９７０ ６ １，６９０，４９０ ９ ６，５２７，８４３

大学院自然科学研究科

医学部附属病院 ４０ ２０１，０４３，７９３ ４１ １６９，６２７，１９０ ４１ ２４７，４２２，５１３ ３７ ２３１，３５０，７４２

生物活性研究所 ９ ５，２６８，３４１ ６ ５，０３８，９１１

総 計 ２９０ ７０８，３１１，４５１ ２４６ ７３４，６８３，１６５ ２４７ １，１１８，２５３，８３０ ２４７ １，２６３，６９７，０１９

年度

部局名

１９８９ １９９０ １９９１ １９９２

件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金

事務局 ２ ５，４１７，８０３ １ ５，０１２，８８６ １ ５，３２４，１６９ １ ５，４７８，５５１

分析センター

総合情報処理センター

共同研究推進センター

環境リモートセンシン

グ研究センター

映像隔測研究センター ２ ３，１４６，１９６ ３ ３，４４１，４８２ ２ １，２２０，１０４ ５ ５，２６０，６８６

真核微生物研究センター １２ １９，１１６，０５４ ９ １７，３５３，５２６ ７ ２０，３０５，４７８ ７ ２７，４１４，９１４

真核医学研究センター

附属図書館亥鼻分館

文学部 ５ ３，９３７，０３６ ２ ６，０１５，８５９ ３ ６，６９５，３２９ ２ １８，６１０，７０８

教育学部 １４ ３２，７４６，４０４ １３ １１，４７５，４７４ １８ ２０，６７８，７７３ １７ ２４，９７０，５７６

法経学部 ２ ３，１９７，８２８ ３ ５，１６６，８９４ ２ １２，１０９，０４３

理学部 ２２ ２３，４３２，５７８ ２４ ３９，４２９，９７０ ２８ ６２，０１７，８５０ ３０ ５４，１７５，８３５

医学部 ４５ ５２５，５４５，９３４ ４９ ６０４，７５６，８４０ ５６ ６８２，６２４，６０４ ６１ ７３０，５６４，３５９

薬学部 １７ １７５，９５４，４５９ １７ ２０５，４７０，７７５ １９ １９０，８２１，９５８ ２０ １７８，０４５，２８０

看護学部 ７ １７，０３２，９９３ ７ １２，８５１，２７６ １１ ３９，２３１，４８０ １１ ５２，３０９，０８３

工学部 ９３ ３２３，０２０，５７０ １１１ ４０８，８１７，３２０ １０４ ５０２，２１８，６８０ ９６ ５９９，３４５，５２６

園芸学部 ２２ １０１，８８４，０５６ ２３ １０６，８４７，４８７ ２７ １１６，１４４，１３９ ２７ １０５，２３６，５３２

教養部 ９ １０，３２７，７５５ ７ ６，３３４，２５８ ８ ６，６０５，７４９ ６ ３，８９７，５１１

大学院自然科学研究科 １ ２，８００，０００ １ ９００，６７０ ２ １，２０４，１８２ ７ ５，０１８，３７４

医学部附属病院 ３７ ２２４，２５６，７６７ ３５ ２７２，６９５，２５４ ３６ ２９０，０６８，０２７ ３６ ２９９，１０９，１２１

生物活性研究所

総 計 ２８８ １，４６８，６１８，６０５ ３０４ １，７０４，６００，９０５ ３２５ １，９５０，３２７，４１６ ３２８ ２，１２１，５４６，０９９
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第５項 自己点検・評価から第三者点検へ

千葉大学における自己点検・評価は、前述のように（第３章第２節第５項）、１９９２

年４月、全学自己点検・評価委員会の設置に始まる。ほぼ時期を同じくして、各部局

でも委員会が発足し、以後さまざまなかたちでの自己点検・評価の活動が展開される

ことになる。

全学的な取り組みの最初の成果は、１９９３年９月『現状と課題 千葉大学―常により

高きものへ―』の刊行であった。これ以後、このようなかたちでの大学全体にわたる

教育研究活動の総括は、今のところ出されていない。代わって、教養部廃止後に新た

年度

部局名

１９９４ １９９５ １９９６ １９９７

件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金 件数 寄 附 金

事務局 ４ １４，０２０，６９９ ５ １３，９７０，５３０ ７ ２１，６６１，６３２ ７ ２７，９３９，１４９

分析センター １ ５００，２５０ １ ６１２，２６５ １ ５０９，５３９ １ ２，０９８，６２４

総合情報処理センター １ ３，５６３，６１４ １ ２，５４５，５１５ １ ２，４２０，０１２ １ ２，０５８，６８９

共同研究推進センター １ ２，０１９，６５２ １ １，９５１，２６６ １ ２，６６２，１０２ １ ５００，６８８

環境リモートセンシン

グ研究センター
６ １１，２３２，３０４ ９ ２５，６３８，３５５ １１ ２５，６７５，５８５

映像隔測研究センター ４ ５，９０６，４１４

真核微生物研究センター ６ ４１，２４３，６１６ ６ ２７，５５８，９２２ ７ ３４，０５５，９２７

真核医学研究センター ７ ２８，８５９，３７８

附属図書館亥鼻分館 １ １，０００，０００ １ ２，７９３，４０４ １ ３，２３８，４１２

文学部 ３ ９，４７６，８１３ ３ ６，５６７，３８５ ３ ８，９９８，２８４ ３ ６，６１７，３４３

教育学部 １７ ２２，９６５，８５５ １６ ２７，７５９，８３０ １４ ２６，２０６，８５７ １６ ２８，６９２，３１０

法経学部 ３ ８，６１６，１１０ ３ ９，６４２，５７３ ３ ７，４２４，２８９ ３ ７，９９０，７５９

理学部 ４３ ６２，８７４，９６７ ４１ ５６，９８２，９５５ ３６ ５３，０７８，３０５ ３７ ５６，１８０，５７９

医学部 ５９ ８２７，５５２，１６６ ６１ ８１３，４３７，１５７ ６４ １，１２１，０４９，２８０ ６６ １，２１９，１０２，５０９

薬学部 ２０ ２０７，６３９，１５６ ２２ １８７，２１０，６２４ ２２ ２０８，５８０，９７０ ２４ ２１０，１５０，２５８

看護学部 １１ ６２，９１６，４７５ １１ ４２，１３０，５０１ １１ ４２，０２１，６５３ １６ １９，７００，２０２

工学部 ９４ ５６４，５４８，００９ ９４ ５０６，０６５，３４８ ８５ ５６８，３９９，４５１ ８８ ６２１，４６５，９４４

園芸学部 ２７ ７７，５２８，４７９ ２８ ６３，２４９，３７４ ２７ ７２，８２７，１６６ ２９ １０６，１７９，６６２

教養部

大学院自然科学研究科 ６ ３，６６９，４２５ ６ ３，３２２，５４４ １２ １０，０３３，４１８ １８ ４５，６５０，４１７

医学部附属病院 ３９ ３１９，７２６，１８７ ３９ ２５８，７５６，１９０ ４１ ３３８，０１２，９９２ ４１ ３３３，７６４，４３１

生物活性研究所

総 計 ３３９ ２，２３４，７６７，８８７ ３４５ ２，０３３，９９５，２８３ ３４５ ２，５４６，３７３，６３６ ３７０ ２，７４５，８６４，９３９
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に導入された普遍教育全般に関する点検・評価が実施された。１９９５年度には『普遍教

育と専門教育の調和と発展を求めて―新教育課程（普遍教育等）の実施とその点検・

評価報告書―』が発表された。このような自己点検・評価の延長上に、１９９７年度に

は、普遍教育等について６国立大学教員による外部評価が行われ、その結果が『千葉

大学普遍教育等外部評価報告書』にまとめられた。

各部局でも、点検・評価の活動をさらに前進させて、第三者あるいは外部による点

検・評価を実施するようになりつつある。１９９５年度には、理学部附属海洋生態系研究

センターが第三者による評価を受け、その報告を発表した。工学部電気電子工学科

も、１９９５年、自己点検評価に対する外部評価を受けた。宇都宮敏男東京大学名誉教授

を長とし、学界、工業界の代表からなる委員会による評価報告は『千葉大学工学部電

気電子工学科自己点検評価に関する外部評価および総括』（１９９６年３月）にまとめら

れた。さらに同年度には、真核微生物研究センターが、１９８７年５月から１９９５年１２月ま

での間におけるその活動に関して学内外６名の委員による点検評価を受け（『千葉大

学真核微生物研究センターの活動に対する評価』１９９６年２月）、附属図書館も、本館

のサービス部門について他大学教員および図書館関係者による評価を受けた（『千葉

大学附属図書館第三者評価報告書』１９９６年３月）。

つづく１９９６年度には、環境リモートセンシング研究センターが第三者による点検・

評価を実施した（『千葉大学環境リモートセンシング研究センター自己点検・評価報

告書（第三者評価）』１９９７年３月）。

さらに１９９７年度には、文学部が、学部としては初めて、国内外の大学関係者と財界

代表からなる委員会による第三者点検・評価を受け（千葉大学文学部『第三者点検・

評価報告書』１９９７年１０月）、外国語センターも同様に、国内外の大学関係者と文化界

代表による点検と評価を受けた（千葉大学外国語センター『外部評価委員会報告書』

１９９７年３月）。

第三者による点検を受けた部局はいずれも、高い評価を得ている。今後、このよう

な第三者による点検・評価は全部局で行われ、しだいにこれが点検のための点検では

なく、教育研究の実質的な改善のための不断の努力の不可欠の一環として認識されて

いくであろう。

なお千葉大学は、１９９７年度に大学基準協会による相互認定を受けた。これは全国の

国立大学３１校、公立大学１３校、私立大学１９３校を維持会員とし、２６３校を賛助会員とし

てもつ財団法人大学基準協会が、とくに大学設置基準の大綱化（１９９１年）以降、会員

である大学の自主的努力と相互援助により、大学および大学院の教育研究の改善をは
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かろうとして、１９９６年度から開始した新たなアクレディテーションのための制度であ

る。当然のこととはいえ、千葉大学は「大学基準」に適合しており、「相互評価の認

定を行うことが適切である」との認定結果を得た。本学が適切な理念・目的をかかげ

ている点、またその実現のために積極的に改革に取り組んでいる点が、とくに高く評

価された。

第６項 大 学 開 放

地域に開かれた大学をめざ

して、千葉大学は１９７２年から

毎年公開講座を開催してき

た。１９８０年代には、これがさ

らに拡大され、毎年数回の公

開講座が開かれ、多くの市民

がこれに参加するようになっ

た。１９８４年度には「くらしの

中の看護―ライフサイクルと

健康」、「人間―その心と文化

―」、「都市と市民生活」がそ

れぞれ１５０名の受講者を集めた。このほか園芸学部恒例の公開講座「最新の園芸技術

と経営―果樹―」と教育学部によるスポーツ教室も市民の間で定着した。

１９９０年代にはいると、高度情報化社会と高齢社会の到来などを背景に、リカレント

教育、リフレッシュ教育の名称のもとに職業上の再教育と生涯教育を大学がどのよう

にになっていくべきかが、ひろく議論されるようになった。また個々の大学の壁を越

えた単位累積による学位取得の制度化も実現した。大学はいまや、２０歳前後の若者だ

けを相手にする教育の場からの脱皮と、多様化が求められるようになったのである。

こうして、１９８０年代から１９９０年代にかけて、公開講座は全学公開講座と部局主催公開

講座の２本柱で、最近１０講座以上が開催されるようになった。その内容も健康、園

芸、高齢化社会、情報処理教育、環境問題と多彩に展開されている。講座によって

は、受講希望者が募集人員を大幅に上回る場合もあり、市民の期待の高さを物語って

いる。１９９５年には千葉大学生涯学習推進委員会が設置され、大学の開放をさらに進め

る体制が整備された。

写真１―４―４
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１９９２年から１９９５年までの４年間にわたり、千葉地域リカレント教育推進協議会によ

る社会人・職業人のためのリカレント学習事業にも、千葉大学は、千葉県、千葉市、

千葉県商工会議所、県内他大学等関係機関と協力して、法経学部を中心に積極的に参

加して、成果をあげた。

こうした市民の学習熱の高まりを背景に、１９９５年には全国でもほかに例を見ない団

体、千葉大学生涯学習友の会「けやき倶楽部」が発足した。これは公開講座の受講者

が中心となり大学主催の各種生涯学習事業に参加するとともに、千葉大学を学びの場

とする自主的な学習活動を通じて会員相互の交流と研鑽をはかり、ひいては豊かな地

域文化の形成に寄与することを目的とする、きわめてユニークな団体である。自主的

な学習の場として、歴史、文芸・芸術、哲学・宗教、政治・経済、健康・福祉、国際

理解・情報、スポーツ・コミュニケーション、環境の８つの学習グループが、附属図

書館内の地域交流コーナー、けやき会館などで会員自身の手で運営されている。発足

直後には大学との共催で公開シンポジウム「大学と地域との交流を考える」を開催

し、その後翌１９９６年「男・女共生の集い」、１９９７年「大学の国際化・地域の国際化」、

１９９８年「大人になるということ―幼稚さとの訣別」と精力的な活動をつづけ、また会

報「CAM」も１１号を重ねている。

第７項 身体障害者の受け入れ

視覚・聴覚・肢体障害者の学生としての受け入れに関して、本学で本格的な検討が

始まったのは、１９７８年のことである。同年４月、学生部長のもとに身体障害者受入問

題検討会がおかれ、身体障害者の受験に関する諸問題が協議された。これより先、

１９７７年９月、東京教育大学附属盲学校長より千葉大学学生部長あてに重度障害者（全

盲）生徒の点字による受験についての懇請が出された。この懇請を受け入れるだけの

準備は、この時点ではまだ整っていなかった。しかし、身体障害者に対しても大学の

門を開くべきであるとの世論はますます高まりつつあった。学内においても、人文学

部は身体障害者受入問題調査検討委員会において検討を重ねた結果を「身体障害者受

入れに関する報告書」（１９７７年４月）にまとめ、積極的な対応の姿勢を示していた。

事実、人文学部（国文、英文を除く）と理学部数学科は、１９７８年５月には視覚障害者

の受入れを認めるとの態度を表明した。だが、多数の学生を抱える教養部がこれにつ

いては慎重であったため、実際に学部として視覚障害者を受け入れるにはいたらなか

った。人文学部では、１９８１年に全盲の学生を専攻科独文学専攻に受け入れて、障害者
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への門戸開放の先鞭をつけた。

このような動きと並行して、１９７９年５月に評議会内第２小委員会に身体障害者受入

れのための施設整備を検討する専門委員会が設置され、身体障害者全般の受入れのた

めの施設の改善について検討することとなった。この専門委員会は、１９８０年６月、施

設の整備に関する基本的な事項等に関する意見交換を中間報告にまとめて評議会に報

告した。同委員会は以後開催されることなく、１９８９年には各種委員会の見直し時に消

滅した。しかし、施設部、各部局の努力により、徐々に改善が進み、１９８７年から１９９１

年までの間に、総合情報処理センター、教養部H号館、文・法経学部２号館、教育学

部５号館、自然科学研究科棟、工学部A棟、同工業意匠校舎で、肢体障害者用の便

所、スロープ、エレベーターが設置された。

軽度の障害者の受入れについても、門戸は開かれつつある。それまで色盲、色弱に

ついては入学を認めていなかった一部学部の一部学科、専攻等も、１９９２年度以降は、

色覚の異常は問わないこととなった。また１９９１年度以降、「身体に障害を有する入学

志願者との事前協議」が定例化する。これは学生部長、当該学部長、教養部長、保健

管理センター長が、「受験上または修学上特別の配慮を必要とする者」について、そ

の便を可能な限りはかるための手続きであり、身体障害者の受入れに前向きに対処し

ようとする大学の積極的対応の所産である。文学部における聴覚障害者、文学研究科

における視覚障害者、工学部における肢体障害者など、十分とはいえないにせよ、障

害者が大学で学ぶ姿が見られるようになりつつある。これには大学教職員の努力と同

時に、「手話の会」、「点字サークル」などに集まる学生ボランティアの奮闘の結果で

もある。
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